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１-１ 日立製作所の概要 

会社名 株式会社日立製作所（Ｈｉｔａｃｈｉ，Ｌｔｄ） 

創業 １９１０年 

本社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

売上収益 9兆1,622億円（2016年度） 

調整後営業利益*1 5,873億円（2016年度） 

EBIT*2 4,751億円（2016年度） 

親会社株主に帰属する

当期利益 
2,312億円（2016年度） 

連結従業員数 303,887名（2016年度末時点） 

連結子会社数 864社（2016年度末時点） 

株主総数 381,374名（2016年度末時点） 

*1：調整後営業利益＝売上収益－売上原価－販売費及び一般管理費 
*2：EBIT：Earnings Before Interest and Taxes（受取利息及び支払利息調整後税引前当期利益）   
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１-２ セグメント別構成 (２０１６年度) 

3 

12% 

6% 20% 

14% 

2% 

6% 

23% 

7% 

10% 
 
 

売上収益 
9兆1,622億円 

 
 

■金融サービス*2 

■情報・通信システム 

■社会・産業システム 

■電子装置・システム*3 

■建設機械 

■高機能材料 

■オートモティブシステム 

■生活・エコシステム 

■その他*1 

 

*1：「その他」に含まれる（株）日立物流は、2016年5月19日付で（株）日立製作所の持分法適用会社となりました。 
*2：「金融サービス」を構成する日立キャピタル（株）は、2016年10月3日付で（株）日立製作所の持分法適用会社となりました。 
*3：「電子装置・システム」に含まれる日立工機（株）は、2017年3月29日付でHKホールディングス（株）の連結子会社となりました。 
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２-１ 横浜事業所・大みか事業所 紹介 
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横浜事業所 

第一種エネルギー管理指定工場 
2016年度 

CO2排出量：7,376 ｔ-CO2/年 
原油換算：3,795kL/年 

・1960年操業開始 

・従業員約３,０００名 

  
横
浜 

神奈川県 

第一種エネルギー管理指定工場 
2016年度 

CO2排出量：12,259 ｔ-CO2/年 
原油換算：6,168kL/年 

大みか 

土
浦 

水
戸 

日
立 

茨城県 

大みか事業所 

・1969年操業開始 

・従業員約４,１００名 
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２-２ 事業の紹介～日立の歩みとDNA～ 
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協創・オープンイノベーションによる社会課題解決、 
社会のイノベーション 

  
OT 
107年 
以上 

産業 

コンシューマー 

プロダクツ 

アーバン 

 

 

 

IT 
58年 
以上 

ITシステム/ 
インテグレーション 

人工知能 

通信 

アナリティクス 
セキュリティ 

クラウド 

IoT 
イノベーションは
我々のDNA 

日立 

注）OT：Operation Technology、IT：Information Technology、 IoT：Internet of Things 
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● ＩＴの中核「横浜事業所」は先進的環境配慮型オフィスビルとして、 
  2012年7月稼働。 「ガマンしない省エネ活動」を推進中。 
● ＯＴの中核｢大みか事業所｣はスマートな次世代ファクトリーとして、                                           
  2012年9月稼働。 
  合わせて、国内電機メーカー初のＩＳＯ５０００１認証取得(2012年7月) 
● 両事業所とも省エネ法の努力義務履行、および得意とするＩｏＴで持続可能な 
  社会実現への貢献をめざしている。 

事業所 H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) 

先進的エコオフィス稼働 

スマートな次世代ファクトリー稼働 

ＩＳＯ５０００１取得 ＩＳＯ５０００１更新審査 

横浜事業所 

大みか事業所 

・ ５００ｋＷ 太陽光発電 

・マシン室空調設備効率向上 
・エネルギー見える化 

・エネルギー見える化 

・部門別エネルギーパフォーマンス指標改善開始 

・ピーク抑制製品試験計画支援 

・特高変電所バンク更新 ・高天井ＬＥＤ照明化 

・空調電化 

スマートな次世代ファクトリー（第２次） 

・フロア環境監視と集中制御 

スマートな次世代ファクトリー（第３次） 

・環境データ可視化 
・分析ツール導入 
（快適度向上の追及） 

   ▼ 

   ▼    ▼ 

３ 背景、経緯および目的 
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環境整備委員会（オフィス） 

環境・エネルギー委員会(ファクトリー) 
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オフィスとファクトリーの各エネルギー管理体制を融合 
省エネ施策の共有化、相互展開のスピードアップ 

統括 
本部長 

大みか 
事業所長 

地球温暖化防止分科会 
生産設備ＷＧ 
試験設備ＷＧ 

環境・エネルギー 
管理委員会 

【事務局】 
環境推進センタ 

各部 
エネルギー管理員 

横浜 
事業所長 

【事務局】 
環境Ｇ／設備Ｇ 

連携して 
活動推進 

４ エネルギー管理体制 
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５ ＩＴ×ＯＴ＝ＩｏＴ活用の新たな省エネ施策 
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横浜事業所：オフィス 「ガマンしない省エネ」 

大みか事業所：ファクトリー 
「生産性向上と環境負荷削減」  

●待機電力 

●ピーク電力 

●リードタイム短縮 

働き方改革を支える執務環境の快適性を追求 

着眼点 

●執務環境 
  （温湿度、CO2濃度、照度、人密度） 

●マシン室空調効率 

業務を集約し生産効率を上げつつ省エネ推進 

横浜事業所のIoT活用 大みか事業所のIoT活用 
センサーによるモニタリングと分析で、
快適性を向上しながら電力消費量を 
低減。マシン室空調電力も高効率化。 

RFID、Webカメラなど作業点データの分析で、
より高度な生産性向上施策を導出。 
スマートファクトリー実現への継続的取組み。 
 

共通のプラットフォーム  

従来から事業所ごとに実施してきたOTの省エネ施策を、モニタリング
と分析を通じたIoTのデータ活用で強化/高度化。従来は気付かな
かった/できないと思っていた省エネ施策に取り組み、効果を実現。 

注）RFID：Redio Frequency Indentification 
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６-１ 省エネ活動の実施内容 ①横浜事業所 
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マシン空調設備構成図 

排気 

外気 

空調機 

還気 

チラーユニットは屋上設置 

ラ
ッ
ク 

低温外気とIT機器排熱高温 
空気の混合による空調（冬季） ホットアイルキャッピング 

冬季・秋季・春季の 
低温外気導入 ラ

ッ
ク 

ラ
ッ
ク 

ラ
ッ
ク C 

C 

■外気利用空調 
横浜事業所ではマシン室用の空調に冬季や中間期の冷えた外気を 
直接利用することで、省エネを図った。 
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マシン空調設備の季節毎の運転方法 

外気冷却 

外気冷却＋加湿、除湿（チラーユニット運転あり） 
（外気・還気混合も併用） 

秋季 外気・還気混合 冬季 

外気冷却 

外気冷却＋加湿、除湿（チラーユニット運転あり）（外気・還気混合も併用） 

春季 還気冷却 

還気冷却(チラーユニット運転) 

夏季 

自然エネルギー 
の有効利用 

外気・還気混合＋加湿 
（チラーユニット運転なし） 

排気 
還気 

外気 

排気 

外気 

還気 
排気 

外気 

外気を利用し、チラー 
ユニットの運転時間削減 

OT 

センサーで 
温湿度を見える化 

IT 

●外気を利用することで熱源機器（チラーユニット）の運転時間削減。 
  電力使用量 3,410MWh/年 ⇒ 2,025MWh/年 

電力使用量 
1,385MWh/年 

削減 

６-２ 省エネ活動の実施内容 ②横浜事業所 
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６-３ 省エネ活動の実施内容 ③横浜事業所 
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環境センサー 

空調管理システム 

ビル管理システム 

ビル管理システム 

CO2濃度 

運転状態・設定温度 
計測温度･etc. 

SBC 

電力・電力量 
太陽光発電量 

オフィスビル環境 
データ集約 

設備管理 
アプリケーション 

BACnet 

無線 

アダプター 

親機 

統合ＤＢ 

分電盤 etc. 
監視/計測 

BACnet 空調機 
監視/制御 

温度/湿度 
計測 

BACnet用
IEEE1888GW 

スマートIoTサービス※2 

室内温度･湿度 
外気温度･湿度 
設定温度･etc. 

CO2センサー
（濃度計測） 

全熱交換器 
(換気)監視 

室内機 
監視･計測 

室外機 
監視 

さまざまな 
システムの 
データを統合 

最適化制御 

オフィスのデータを 
見える化 

※1 IEEE1888： 2011年に国際標準化されたオープンな通信規格。正式名は UGCCNet (Ubiquitous Green Community Control Network)  
※2 スマートＩｏＴサービス：株式会社日立情報通信エンジニアリングより提供 

太陽光 
発電監視 

ＩＥ
Ｅ

Ｅ
１
８
８
８
※
1
 

BACnet用
IEEE1888GW 

SBC用
IEEE1888GW 

CO2センサー用 
IEEE1888GW 

既設ビル設備 

日立 
独自手法 

                       ＩｏＴを活用し「ガマンしない省エネ」の実現 

●電力使用量 5,709MWh/年 ⇒ 5,146MWh/年  
電力使用量 
563MWh/年 

削減 
データを統合した 
上で見える化 

IT 設備の各システム 
からデータを出力 

OT 
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６-４ 省エネ活動の実施内容 ①大みか事業所 
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「スマートな次世代ファクトリー」モデル工場のショーケース化 
● エネルギー利用の高効率化 
 ・スマートメーターほか（約900ヶ所）による建物別・用途別使用電力量の可視化 
 ・太陽光発電量・需要予測、蓄電池の充放電計画による昼間ピーク電力の低減 
 ・各ＥＭＳに割り当てられる目標電力に応じた工場内機器（空調など）の直接制御 

● 生産計画連携 
 ・ＥＭＳと生産計画の連携によるピークカット・ピークシフト 

注）EMS：Energy Management System 
  EV  ：Electric Vehicle 
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６-５ 省エネ活動の実施内容 ②大みか事業所 
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低圧受電盤内 
ブレーカー 

計画後  
(900箇所) 

部署 
受
電
盤 

用途 

照
明 

空
調 

OA 
機器 

生産 
設備 

試験
設備 

設計Ａ Ａ ○ ○ ○ - - 

設計Ｂ Ｄ - ○ ○ - - 

製造Ａ Ｅ ○ - - ○ - 
製造Ａ Ｆ - - - ○ - 
品証Ｃ Ｂ ○ ○ - - - 
品証Ｃ Ｐ - - - - ○ 

従来 
(59箇所) 

建
屋 

受電盤 
単位 

Ａ ○ 

Ｂ ○ 

Ｃ ○ 
総使用量 購入受電電力量 太陽光総発電量 太陽光発電割合 

23,435MWh 22,267MWh 1,168MWh 5.0％ 

FEMS：Factory Energy Management System 

(2016年度実績) 

PCS：Power Conditioning System 
    直流交流交換装置 

電力センサーの導入 太陽光・蓄電池設備・FＥＭＳの構築 

電力センサー 

FEMS 

太陽光500kW  太陽光 PCS 

蓄電池4.2MWｈ 蓄電池PCS 3台 

太陽光440kW  太陽光 PCS 

電気 
88% 

都市ガス 
12％ 

CO2排出量内訳 
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６-６ 省エネ活動の実施内容 ③大みか事業所 
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太陽光・蓄電池によるピークシフト 

太陽光発電 蓄電池放電 

系統電力 

蓄電池充電 

蓄電池放電 太陽光発電 

系統電力 

系統電力
目標 

夜間時間帯 
22時～翌朝8時 

昼間時間帯 
8時～22時 

ピークシフト 
効果 

蓄電池充電 
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６-７ 省エネ活動の実施内容 ④大みか事業所 
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電力ピーク抑制製品試験計画支援システム 
１製品当りの試験電力100～500ｋＷ、目標電力超過を回避する試験計画支援。 

ピーク電力 改善前６,１５３ｋW →  改善後５,９００ｋW 

入力 
フィードバック 

承認 

デマンド＞目標値 

デマンド＜＝目標値 

目的 
計画変更量 

最小化 

最適化モデル 

入力 出力 

最適化実行 

・UPS試験日時 
・UPS試験制約 
・目標電力 
・設備負荷予測 
・太陽光発電予測 
・蓄電池容量 

・UPS試験 
 スケジュール 
 
・蓄電池放電 
 スケジュール 

最適化 
ツール 

・負荷＜目標値 
・時間制約 

電力ピーク抑制製品試験計画支援システム 

ピーク電力 
4.1％削減 ●生産計画データ 

●試験仕様DB化 

IT 

●太陽光発電予測 
●蓄電池充電容量 

OT 
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表面実装プリント板組立ライン（多品種少量生産）の構成 

ＯＴの施策と ＩＴによるセンシング・分析を組み合わせ、リフロー装置の運用を改善。 
電力使用量 55.2MWh/年 ⇒ 45.6MWh/年 

16 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 
(kWh) 

部品 
搭載機 

鉛フリーはんだリフロー装置 

共晶はんだリフロー装置 

はんだ 
ペースト印刷機 

適用率：７０％ 

適用率：３０％ 

生産順序データと消費電力を関連付けて把握 電力および温度勾配データから停止・再起動間隔を最適化 

プリント板投入なし：150分 

リフロー待機 

プリント板動態 

リフロー装置の稼働状況 停止・再起動運転と連続運転電力比較 

停止・再起動運転電力 

連続運転電力 

● 生産順序データ 
● 電力センシング 

IT 

  ● プリント板トラッキング 
● 温度勾配 

OT 電力使用量 
９.６MWh/年 

削減 

６-８ 省エネ活動の実施内容 ⑤大みか事業所 
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６-９ 省エネ活動の実施内容 ⑥大みか事業所 
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作業面積の削減 
 
照明、空調他 
消費電力の削減 

RFID作業指示票を活用し、生産リードタイムを短縮。仕掛品削減により作業面積を
25.5%削減。電力使用量 184MWh/年 ⇒ 176MWh/年 

作業分析ｼｽﾃﾑ

作業管理者

0 50 100 150 200

ページ1

ページ2

ページ3

ページ4

ページ5

：

ページ38

RFID実績

G原単位

(秒)

改善

実績ﾃﾞｰﾀ

ネック
作業
分析

WEB
ｶﾒﾗ

ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟﾃﾞｰﾀ
（実績時間）

ビュア

RFIＤ作業指示票

作業内容表示ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

RFIＤﾘｰﾀﾞ

制御盤ＲＦＩＤ応用生産システム 

29.0

25.2 24.7
23.1

184
197

177 176

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

2013 2014 2015 2016

(MWh)(日/台)

生産リードタイム短縮 

仕掛品削減 

100 

74.5 作
業
面
積 

2013 2016 

削減率25.5% 

● RFID 
● 作業内容表示 

IT 

  

電力使用量 
８ MWh/年 
削減 

● 要素別作業実績時間 
● 作業分析 

OT 
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６-１０ 省エネ活動の実施内容 ⑦大みか事業所 
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改善前 1,994MWh/月 
↓ 

改善後 1,970MWh/月 

電力使用量 
24MWh/月 
削減 

CEM*) Energy Management  
     Insight Award 受賞 

*) Clean Energy Ministerial 

（kWh) （kWh)
電力量電力量

総務部事務室週報

グラフ表示

用途選択

比較・温湿度

17/7/10(月)～17/7/16(日) 電力使用量

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

2

4

6

8

10

12

0:00 12:00

7/10 (月)

0:00 12:00

7/11 (火)

0:00 12:00

7/12 (水)

0:00 12:00

7/13 (木)

0:00 12:00

7/14 (金)

0:00 12:00

7/15 (土)

0:00 12:00

7/16 (日)

照明 空調 OA 比較 累積電力量 累積比較 湿度 温度

合計

比較1時間+累積電力量

年度評価 

実績トレンド、比較、 
予測を簡潔に提供 

ISO50001 
外部審査 

励み 
やる気 

自己評価 

年度評価 電力使用実績トレンド(週報) 

部門別活動成果とやる気を引き出す電力見せる化画面 
ISO50001エネルギーマネジメントシステムの活動評価 
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７ 省エネ活動の汎用性・波及性 
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●効果的な省エネ施策の提案 
●協創による新たな省エネソ

リューション発想  
●共通のプラットフォームを使い、

施策導入を効率化 
●グローバルに事例共有し、 
  事業を通じて効果をＮ倍化 

自らの省エネ施策を実施した 
オフィス、ファクトリーを顧客、 
ビジネスパートナーにショー
ケースとして公開、見学受入れ* 

※ 2012年以降の受入企業・団体数： 
    横浜４００件以上、大みか：２,５００件以上。 
    引き合い多数。 

ＳＤＧｓへの貢献 

日立環境イノベーション２０５０ 

ステークホルダーとの 
協創による社会イノベー
ション事業を通じて、環
境課題を解決し、生活の
質の向上と持続可能な
社会の両立を実現 

持続可能な開発に向けたエネ
ルギー効率改善、資源の効率
利用、知恵の共有 

お客さま、パートナーさまとともに、実証済みの省エネ施策を世界へ 
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END    ご静聴ありがとうございました。 
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IoTを活用したエコオフィス&ファクトリーの 
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